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◆次世代育成支援対策推進基本計画・目標期間◆ 

➣2026 年 4 月 1 日 ～ 2031 年 3 月 31 日 

 

 

 

男性従業員の育児休業取得率（休暇を含む）６７％以上とする                  

➣男性従業員が育児休業等を取得しやすい職場環境を整備する。 

 ・2026 年 4 月～ 育児休業制度の周知を実施 

          従業員に向けてのアンケートを作成及び実施 

・2027 年 4 月～  新任管理職向け育児休業取得促進研修を実施 

・2028 年 4 月～ アンケート結果をもとにした取得しやすい制度検討 

・2029 年 4 月～ 取得状況の定期検証を実施 

 

男性育児休業取得日数(休暇を含む)３０日以上とする 

➣男性従業員が育児休業等を取得しやすい職場環境を整備する。 

・2026 年 4 月～ 育児目的休暇制度の周知を実施 

          従業員に向けてのアンケートを作成及び実施 

・2027 年 4 月～  新任管理職向け育児休業取得促進研修を実施 

・2028 年 4 月～ アンケート結果をもとにした取得しやすい制度検討 

・2029 年 4 月～ 現制度の見直し 

 

次世代育成支援対策推進基本計画期間 

【次世代育成支援対策推進法に基づく一般事業主行動計画】 

 

従業員が仕事及び子育てを両立することができ、従業員がより働きやすい環境をつくることに 

よって、全ての従業員が能力を十分に発揮できるようにするため、次のように行動計画を策定する。 

次世代育成支援対策推進基本計画策定及び



従業員一人当たりの年間平均時間外労働時間を 168.0 時間以下とする 

➣時間外労働時間は緩やかな減少傾向にあるものの、更なる働き方改革の推進により、 

従業員のワークライフバランス向上と生産性向上を図る。 

 

・2026 年 4 月～ スタッフ部門にフレックスタイム制度を導入 

        営業部門におけるテレワーク対象者および実施機会を拡大 

        制度説明会を実施し、利用促進を図る。 

・2027 年 4 月～  制度運用状況の評価  

利用実績および課題を抽出する。 

・2028 年 4 月～ 課題に対する改善策を検討 

・2029 年 4 月～ 制度の定着を推進する。  

利用状況のモニタリングを継続する。 

               利用実績の確認と継続的な改善を行う 

 

 

 

 


